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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第33期
第３四半期
連結累計期間

第34期
第３四半期
連結累計期間

第33期
第３四半期
連結会計期間

第34期
第３四半期
連結会計期間

第33期

会計期間

自　平成21年
３月21日

至　平成21年
12月20日

自　平成22年
３月21日

至　平成22年
12月20日

自　平成21年
９月21日

至　平成21年
12月20日

自　平成22年
９月21日

至　平成22年
12月20日

自　平成21年
３月21日

至　平成22年
３月20日

売上高 (千円) 8,855,5838,260,7722,572,9712,412,76513,357,324

経常損失（△） (千円) △402,733△630,526△232,960△160,721△269,027

四半期（当期）純損失

（△）
(千円) △246,624△481,483△146,459△96,309△168,926

純資産額 (千円) － － 3,235,9902,836,1723,316,419

総資産額 (千円) － － 7,274,4377,193,5467,917,894

１株当たり純資産額 (円) － － 179.11 156.86 183.51

１株当たり四半期（当期）

純損失金額（△）
(円) △13.70 △26.75 △8.14 △5.35 △9.38

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 44.3 39.3 41.7

営業活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) 195,444 717,974 － － 440,658

投資活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) △76,939 △52,068 － － △107,305

財務活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) △353,966 △2,034 － － △416,220

現金及び現金同等物の四半

期末（期末）残高
(千円) － － 409,0721,225,537561,666

従業員数 (名) － － 869 837 864

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、

また、潜在株式がないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更は

ありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月20日現在

従業員数（名） 837

（注）　従業員数は、当社グループ（当社および連結子会社）から当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外か

ら当社グループへの出向者を含む就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月20日現在

従業員数（名） 633

（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループ（当社および連結子会社）は、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、情報サービス単一

事業のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりませんので、当第３四半期連結会計期間における実績を部

門別に記載しております。

　なお、第１四半期連結会計期間より事業部門の区分を変更しております。前年同四半期との比較に関する事項は、前

年同四半期の数値を変更後の事業部門に組み替えた金額との比較によっております。

(1) 生産実績

部門 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

ビジネス・ソリューション事業 1,061,907 103.5

組込制御ソリューション事業 629,551 103.3

医療・公益ソリューション事業 138,156 66.4

プロダクト事業 397,883 125.5

合計 2,227,499 103.1

（注）１　金額は、製造原価によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

部門 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

ビジネス・ソリューション事業 1,415,419 125.0 910,544 94.1

組込制御ソリューション事業 788,326 92.4 1,185,912 96.8

医療・公益ソリューション事業 100,185 60.2 324,666 67.0

プロダクト事業 457,255 48.3 814,180 77.1

合計 2,761,188 89.1 3,235,304 86.7

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

部門 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

ビジネス・ソリューション事業 1,184,286 113.1

組込制御ソリューション事業 565,144 88.3

医療・公益ソリューション事業 165,998 69.1

プロダクト事業 497,336 77.0

合計 2,412,765 93.8

（注）１　主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、以下のとおりであります。

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

富士通株式会社 560,802 21.8 522,383 21.7

株式会社安川電機 265,563 10.3 286,299 11.9

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日（平成23年２月１日）現在において当社グループ（当社

および連結子会社）が判断したものであります。　

　

(1) 経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出は横ばいで推移しており、企業収益は改善基調にあり、設

備投資は持ち直しつつあるものの、改善ペースは緩やかであります。また、雇用・所得環境も幾分和らいだものの厳

しく、個人消費も駆け込み需要の反動により弱まる等、景気は足踏み状態にあります。

  当社グループの属する情報サービス業界では、企業のＩＴ関連投資は徐々に回復しつつあるものの、企業収益改

善の鈍化もあり、新規案件の増加も期待できず受注競争が激化し、顧客のコスト意識の高揚による価格の抑制等に

より不採算・低採算案件も増加する等、依然として厳しい状況が続いております。

  このような環境の中で、当社グループは、2010年度から2012年度までの中期経営計画の初年度として危機感を

持って市場・顧客の変化を捉え、既存事業領域においては確実に収益を獲得するとともに、当社グループの技術を

生かし新たな事業領域への拡大に積極的な挑戦を図っております。

  当第３四半期連結会計期間の業績は、長期化する低調な企業等のＩＴ関連投資に加え、ビジネス・ソリューショ

ン事業において大口開発案件が一巡し受注規模が縮小した影響により、売上高は24億12百万円（前年同四半期比

6.2%減）、営業損失1億94百万円、経常損失1億60百万円、四半期純損失96百万円となりました。

　

　事業別の概況は次のとおりであります。　

　なお、第１四半期連結会計期間より事業部門の区分を変更しております。前年同四半期との比較に関する事項は、

前年同四半期の数値を変更後の事業部門に組み替えた金額との比較によっております。

　

〔ビジネス・ソリューション事業〕

  当事業では、移動体通信事業者向けシステム構築は開発案件が一巡し、受注規模が縮小した影響に加え、製造業

向けビジネスソリューションも収益改善の鈍化の影響による企業のＩＴ関連投資への厳選や発注単価の抑制等

もありましたが、非製造業向け新規案件の売上もあり、その結果、売上高は11億84百万円（前年同四半期比13.1%

増）となりました。

　

〔組込制御ソリューション事業〕

  当事業では、前年度に新規受注した蓄電池の遠隔監視システムや医療機器向け組込ソフトの売上もあり、また、

メカトロ分野や半導体製造装置等の産業機器向けの制御ソフトは持ち直しつつある設備投資を背景に回復基調

にありますが、生産ライン管理向けＦＡシステム、駅務機器向けや住宅や車載等の民生機器向け組込ソフトが低

調に推移しており、その結果、売上高は5億65百万円（同11.7%減）となりました。

　

〔医療・公益ソリューション事業〕

  当事業では、自治体向け情報通信基盤構築は堅調に推移しましたが、医療機関向けソリューションサービスは

低調に推移し、その結果、売上高は1億65百万円（同30.9%減）となりました。

　

〔プロダクト事業〕

  当事業では、情報通信機器分野では情報端末機器等の需要が堅調に推移しましたが、インターネット・セキュ

リティ関連製品は前年度の反動もあり需要が大幅に減少したことにより、その結果、売上高は4億97百万円（同

23.0%減）となりました。
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(2) 財政状態の分析　

① 資産　

　当第３四半期連結会計期間末の流動資産は45億9百万円（前連結会計年度末比9億9百万円減）となりました。こ

れは、主として受取手形及び売掛金が19億30百万円減少したこと、現金及び預金が6億63百万円増加したこと等に

よるものです。

　固定資産は26億83百万円（同1億84百万円増）となりました。これは、主として前払年金費用の増加等により投

資その他の資産が2億21百万円増加したこと等によるものです。

　この結果、資産合計は71億93百万円（同7億24百万円減）となりました。

　

② 負債

　当第３四半期連結会計期間末の流動負債は22億63百万円（同3億46百万円減）となりました。これは、主として

支払手形及び買掛金が4億15百万円減少したこと等によるものです。

　固定負債は20億94百万円（同1億2百万円増）となりました。これは、主として退職給付引当金が1億13百万円増

加したこと等によるものです。

　この結果、負債合計は43億57百万円（同2億44百万円減）となりました。

　

③ 純資産

　当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は28億36百万円（同4億80百万円減）となりました。これは、主とし

て利益剰余金が4億81百万円減少したこと等によるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、第２四半期連結

会計期間末より42百万円増加し、12億25百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況につきましては、次のとおりです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間の営業活動による資金は、仕入債務の減少3億29百万円、未払費用の減少3億3百万

円があったものの、売上債権の減少10億52百万円があったこと等により、42百万円（前年同四半期比96百万円

減）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間の投資活動による資金は、無形固定資産の取得13百万円等により、△0百万円（同

16百万円増）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間の財務活動による資金は、ファイナンス・リース債務の返済0百万円等により、△0

百万円（同2億17百万円増）となりました。　

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、88,948千円であります。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　第２四半期連結会計期間末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,000,000 18,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100株で

あります。

計 18,000,000 18,000,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年９月21日～

平成22年12月20日　
－ 18,000 － 664,000 － 318,000

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月20日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成22年９月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　　100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式   17,999,000 179,990 －

単元未満株式 普通株式　　　　　900 － －

発行済株式総数 　　　　   18,000,000 － －

総株主の議決権 － 179,990 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が800株（議決権８個）含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄には、自己株式（自己保有株式）が36株含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成22年９月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

安川情報システム株式会社

北九州市八幡西区東王

子町５－15
100 － 100 0.0

計 － 100 － 100 0.0

（注）　当第３四半期会計期間末の自己株式数は、205株であります。

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別

平成22年
４月
(３/21～
４/20)

　
５月
(４/21～
５/20)

　
６月
(５/21～
６/20)

　
７月
(６/21～
７/20)

　
８月
(７/21～
８/20)

　
９月
(８/21～
９/20)

　
10月
(９/21～
10/20)

　
11月
(10/21～
11/20)

　
12月
(11/21～
12/20)

最高（円） 335 325 330 325 302 300 291 257 314

最低（円） 296 300 284 288 280 276 230 220 251

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。

(1) 役職の異動　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役社長

(代表取締役)　

マーケティング

統括本部長

取締役社長

(代表取締役)　
― 清水　喜文 平成22年12月21日　

取締役
マーケティング

統括本部副本部長
取締役 営業本部長 遠藤　直人 平成22年12月21日
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年９月21日から平成21年12月20日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年３月21日から平成21年12月20日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年９月21日から平成22年12月20日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年３月21日から

平成22年12月20日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年９月21日から平

成21年12月20日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年３月21日から平成21年12月20日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年９月21日から平成22年12月20日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年３月21日から平成22年12月20日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,225,537 561,666

受取手形及び売掛金 2,059,761 ※3
 3,990,126

商品及び製品 52,652 51,143

仕掛品 ※2
 796,479 471,160

原材料及び貯蔵品 32,139 33,855

その他 628,195 604,710

貸倒引当金 △285,112 △293,840

流動資産合計 4,509,652 5,418,822

固定資産

有形固定資産 ※1
 708,610

※1
 713,945

無形固定資産 248,593 279,779

投資その他の資産

前払年金費用 924,828 786,908

その他 801,860 718,437

投資その他の資産合計 1,726,689 1,505,345

固定資産合計 2,683,893 2,499,071

資産合計 7,193,546 7,917,894

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 413,519 828,638

未払費用 1,113,336 1,099,217

未払法人税等 6,721 24,293

役員賞与引当金 1,550 －

その他 728,192 657,307

流動負債合計 2,263,319 2,609,456

固定負債

退職給付引当金 1,969,549 1,855,796

役員退職慰労引当金 59,822 49,494

関係会社事業損失引当金 24,829 30,000

その他 39,853 56,726

固定負債合計 2,094,054 1,992,017

負債合計 4,357,373 4,601,474

純資産の部

株主資本

資本金 664,000 664,000

資本剰余金 318,000 318,000

利益剰余金 1,823,043 2,304,527

自己株式 △76 △58

株主資本合計 2,804,967 3,286,468

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 18,525 16,657

評価・換算差額等合計 18,525 16,657

少数株主持分 12,679 13,293

純資産合計 2,836,172 3,316,419

負債純資産合計 7,193,546 7,917,894
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月21日
　至　平成21年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月21日
　至　平成22年12月20日)

売上高 8,855,583 8,260,772

売上原価 7,264,072 7,056,331

売上総利益 1,591,510 1,204,441

販売費及び一般管理費 ※1
 1,998,104

※1
 1,933,765

営業損失（△） △406,593 △729,324

営業外収益

受取利息 219 227

受取配当金 1,246 246

雇用助成金・奨励金 5,882 102,604

その他 1,082 1,570

営業外収益合計 8,430 104,649

営業外費用

支払利息 719 141

売上債権売却損 3,236 3,602

為替差損 － 1,688

その他 614 418

営業外費用合計 4,570 5,851

経常損失（△） △402,733 △630,526

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 8,727

特別利益合計 － 8,727

特別損失

固定資産除却損 － 152

特別損失合計 － 152

税金等調整前四半期純損失（△） △402,733 △621,951

法人税、住民税及び事業税 2,077 2,999

法人税等調整額 △157,981 △143,747

法人税等合計 △155,903 △140,747

少数株主利益又は少数株主損失（△） △205 280

四半期純損失（△） △246,624 △481,483
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月21日
　至　平成21年12月20日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年９月21日
　至　平成22年12月20日)

売上高 2,572,971 2,412,765

売上原価 2,127,759 1,964,920

売上総利益 445,211 447,845

販売費及び一般管理費 ※1
 683,101

※1
 642,133

営業損失（△） △237,889 △194,287

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 31 19

雇用助成金・奨励金 5,843 34,915

その他 338 229

営業外収益合計 6,213 35,164

営業外費用

支払利息 220 65

売上債権売却損 982 1,162

その他 81 369

営業外費用合計 1,284 1,597

経常損失（△） △232,960 △160,721

特別利益

貸倒引当金戻入額 △7,827 3,146

特別利益合計 △7,827 3,146

税金等調整前四半期純損失（△） △240,788 △157,574

法人税、住民税及び事業税 728 △5,458

法人税等調整額 △95,370 △56,189

法人税等合計 △94,641 △61,647

少数株主利益 312 382

四半期純損失（△） △146,459 △96,309
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月21日
　至　平成21年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月21日
　至　平成22年12月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △402,733 △621,951

減価償却費 128,871 120,865

のれん償却額 1,140 140

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,330 △8,727

前払年金費用の増減額（△は増加） △148,545 △137,920

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11,450 1,550

退職給付引当金の増減額（△は減少） 129,102 113,752

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,696 10,328

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少） － △5,170

受取利息及び受取配当金 △1,466 △474

支払利息 719 141

固定資産除却損 － 152

売上債権の増減額（△は増加） 1,831,061 1,930,365

たな卸資産の増減額（△は増加） △39,519 △325,112

仕入債務の増減額（△は減少） 15,333 △415,118

未払金の増減額（△は減少） △973,822 8,459

未払費用の増減額（△は減少） △382,544 14,118

その他 93,147 5,967

小計 258,321 691,365

利息及び配当金の受取額 1,461 473

利息の支払額 △601 △141

法人税等の支払額 △70,238 △21,850

法人税等の還付額 6,502 48,127

営業活動によるキャッシュ・フロー 195,444 717,974

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △11,417 △16,566

無形固定資産の取得による支出 △69,086 △52,399

投資有価証券の取得による支出 △927 △943

その他 4,492 17,841

投資活動によるキャッシュ・フロー △76,939 △52,068

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △140,000 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △952

自己株式の取得による支出 － △17

配当金の支払額 △213,096 △194

少数株主への配当金の支払額 △870 △870

財務活動によるキャッシュ・フロー △353,966 △2,034

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △235,462 663,871

現金及び現金同等物の期首残高 644,534 561,666

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 409,072

※1
 1,225,537
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年９月21日　至　平成22年12月20日）

　該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年３月21日　至　平成22年12月20日）

会計処理基準に関する事項の変更 受注制作のソフトウェアに係る収益及び費用の計上基準の変更

　受注制作のソフトウェアに係る収益及び費用の計上基準については、従

来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月

27日）を第１四半期連結会計期間から適用し、第１四半期連結会計期間

に着手した契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる契約については工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約については工事完成基準

を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月21日　至　平成22年12月20日)

（四半期連結損益計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「為替差損」は、重要性が増したため、当

第３四半期連結累計期間から区分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結累計期間の営業外費用の「その

他」に含まれる「為替差損」は236千円であります。　

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年３月21日　至　平成22年12月20日）

１　たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算出する方法によっております。

２　繰延税金資産の回収可能性の判断 　第２四半期連結会計期間末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、第２四半期連結会計期間において使

用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によってお

ります。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年３月21日　至　平成22年12月20日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月20日）

前連結会計年度末
（平成22年３月20日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 830,534千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 801,009千円

※２　損失が見込まれる受注制作のソフトウェア等に係る

仕掛品は、これに対応する受注損失引当金85,586千円

を相殺表示しております。

─────

　───── ※３　連結会計年度末日満期手形の会計処理については手

形交換日をもって決済処理しておりますが、当連結会

計年度末日は金融機関の休日であったため、次の連結

会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれ

ております。

　 受取手形 15,159千円

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月21日
至　平成21年12月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月21日
至　平成22年12月20日）

※１　販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は次のと

おりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は次のと

おりであります。

従業員給与手当 921,528千円

退職給付費用 131,881千円

減価償却費 25,751千円

のれん償却額 1,140千円

貸倒引当金繰入額 17,120千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,396千円

従業員給与手当 1,029,121千円

退職給付費用 151,966千円

減価償却費 21,410千円

のれん償却額 140千円

役員賞与引当金繰入額 1,550千円

役員退職慰労引当金繰入額 16,728千円

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月21日
至　平成21年12月20日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年９月21日
至　平成22年12月20日）

※１　販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は次のと

おりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は次のと

おりであります。

従業員給与手当 297,667千円

退職給付費用 44,313千円

減価償却費 6,736千円

のれん償却額 380千円

貸倒引当金繰入額 17,120千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,116千円

従業員給与手当 330,838千円

退職給付費用 51,995千円

減価償却費 7,540千円

役員賞与引当金繰入額 550千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,396千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月21日
至　平成21年12月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月21日
至　平成22年12月20日）

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

（平成21年12月20日現在）　

現金及び預金 409,072千円

現金及び現金同等物 409,072千円

　

（平成22年12月20日現在）　

現金及び預金 1,225,537千円

現金及び現金同等物 1,225,537千円

　

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月20日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年３月21日　至　

平成22年12月20日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式 18,000,000株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式 205株

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

　

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成21年３月20日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計

年度末と比較して著しい変動が認められないため、記載をしておりません。
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（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありま

せん。

　

　

（デリバティブ取引関係）

　当連結グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

　

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

　

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月21日　至　平成21年12月20日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年９月21日　至　平成22年12月20日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月21日　至

　平成21年12月20日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年３月21日　至　平成22年12月20日）

　当連結グループは、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、情報サービス単一事業のため、事業

の種類別セグメント情報を記載しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月21日　至　平成21年12月20日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年９月21日　至　平成22年12月20日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月21日　至

　平成21年12月20日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年３月21日　至　平成22年12月20日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記

載しておりません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月21日　至　平成21年12月20日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年９月21日　至　平成22年12月20日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月21日　至

　平成21年12月20日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年３月21日　至　平成22年12月20日）

　海外売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月20日）

前連結会計年度末
（平成22年３月20日）

１株当たり純資産額 156円86銭 １株当たり純資産額 183円51銭

（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期
連結会計期間末

（平成22年12月20日）

前連結会計年度末
（平成22年３月20日）

純資産の部の合計額（千円） 2,836,172 3,316,419

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 12,679 13,293

（うち少数株主持分（千円）） (12,679) (13,293)

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計年度末）

の純資産額（千円）
2,823,493 3,303,126

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連結会計期

間末（連結会計年度末）の普通株式数（千株）
17,999 17,999

　

２　１株当たり四半期純損失金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月21日
至　平成21年12月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月21日
至　平成22年12月20日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △13円70銭 １株当たり四半期純損失金額（△） △26円75銭

　 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がな

いため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がな

いため、記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月21日
至　平成21年12月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月21日
至　平成22年12月20日）

四半期純損失（△）（千円） △246,624 △481,483

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △246,624 △481,483

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,999 17,999
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月21日
至　平成21年12月20日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年９月21日
至　平成22年12月20日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △8円14銭 １株当たり四半期純損失金額（△） △5円35銭

　 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がな

いため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がな

いため、記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月21日
至　平成21年12月20日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年９月21日
至　平成22年12月20日）

四半期純損失（△）（千円） △146,459 △96,309

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △146,459 △96,309

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,999 17,999

　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

安川情報システム株式会社(E05328)

四半期報告書

22/24



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　

　　

平成２２年２月１日

安川情報システム株式会社

取 締 役 会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 佐　藤　元　治 　　印

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 佐　藤　宏　文 　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 矢　野　真　紀 　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る安川情報システム株式会社の平成２１年３月２１日から平成２２年３月２０日までの連結会計年度の

第３四半期連結会計期間(平成２１年９月２１日から平成２１年１２月２０日まで)及び第３四半期連結

累計期間(平成２１年３月２１日から平成２１年１２月２０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、安川情報システム株式会社及び連結

子会社の平成２１年１２月２０日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び

第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　 

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　

　

平成２３年１月３１日

安川情報システム株式会社

取 締 役 会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 佐　藤　元　治 　　印

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 東　  能 利 生 　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 矢　野　真　紀 　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る安川情報システム株式会社の平成２２年３月２１日から平成２３年３月２０日までの連結会計年度の

第３四半期連結会計期間(平成２２年９月２１日から平成２２年１２月２０日まで)及び第３四半期連結

累計期間(平成２２年３月２１日から平成２２年１２月２０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、安川情報システム株式会社及び連結

子会社の平成２２年１２月２０日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び

第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　 

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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